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中国政府、対米追加関税の適用除外の申請を受理開始 

背景 

今年4月からエスカレートした米中貿易摩擦は両国の輸出入業者の利益に影響し

始めている。この対応措置として、中国国務院関税税則委員会（以下「税委会」）

は、対米報復措置の必要性と中国国内利害関係者の利益保護とのバランスを配

慮し、2019年5月13日付で「対米追加関税賦課商品適用除外業務の試行に

関する国務院関税税則委員会の公告」（以下「2号公告」）を公布した。同公

告では、6 月3日から対米追加関税賦課の適用除外商品の申請を受理し、除外

手続き作業を開始すると発表した。除外要件を満たす商品について追加関税の

発動を猶予し、なお税金還付の要件を充足する場合には、既に徴収された追加

関税も還付される。 

対米追加関税賦課商品適用除外申請アプローチ 

適格申請者 

 関連商品の輸入、生産又は運用に関わる在中国企業 

 関連業界の協会（団体） 

適用除外の対象商品 

最初に申請できる品目 

 2018年7月6日から追加関税が賦課された「500億米ドル規模の米国原産輸

入品に対する追加関税賦課に関する国務院関税税則委員会の公告」（税

委会公告〔2018〕5号）の付属文書「対米追加関税賦課対象品目リスト1」

の掲載品目；                                                

第16回 2019年5月 

本アラートの分析対象法規

  税委会公告 [2019] 2 

号 「 対 米 追 加 関 税

賦課商品適用除外

業 務 の 試 行 に 関 す

る国務院関税税則

委員会の公告」

チャイナタックスアラート 
（中国税務速報） 



© 2019 KPMG Advisory (China) Limited, a wholly foreign owned enterprise in China and a member firm of the KPMG network of independent member firms 

affiliated with KPMG International Cooperative (“KPMG International”), a Swiss entity. All rights reserved. 

 2018年8月23日から追加関税が賦課された「160億米ドル規模の米国

原産の輸入品に対する追加関税賦課に関する国務院関税税則委員

会の公告」税委会公告〔2018〕7号）の付属文書「対米追加関税賦課

対象品目リスト2」の掲載品目； 

その次に申請できる品目 

 2018年9月24日から追加関税が賦課され、なお、2019年6月1日から

一部追加関税率が引き上げられた「米国原産の一部輸入品（第2ステ

ップ）に対する追加関税賦課に関する国務院関税税則委員会の公告」

（税委会公告〔2018〕6号） の付属リスト1-4の掲載品目； 

注）「米国を原産地国とする自動車及び部品に対する追加関税賦課の一

時停止に関する国務院関税税則委員会の公告」（税委会公告

〔2018〕10号）及び「米国原産の自動車及び部品に対する追加関税

賦課の一時停止の延期に関する国務院関税税則委員会の公告」（税

委会公告〔2019〕1号）において追加関税賦課一時停止の対象自動

車及び部品は適用除外の対象とはしない。 

申請手続及び申請時期 

 財政部関税政策研究センターのウェブサイトを通じて必要情報を記入して適

用除外を申請することができる。 

 1品目（HSコード8桁）につき1つの申請フォームに記入する。 

 最初に申請できる品目の申請期間は2019年6月3日から2019年7月5日

まで、その次に申請できる品目の申請期間は2019年9月2日から2019年

10月18日までとする。 

税委会が除外申請に対する審査ポイント 

税委会は申請者の記述に対し、次に掲げる3項目を重点として審査を行う。 

 代替品の確保が困難 

 追加関税賦課が申請者に与える経済的な損害が重大 

 追加関税賦課が関連業界の構造的なマイナス影響或いは社会に与える影

響が重大 

適用除外措置のメリット 

 適用除外リストに記載された商品は、当該措置が実施された日から1年

に対米報復追加関税を賦課しないとされている。 

 税還付の要件を充足する場合（例えば、適用除外リストに記載され、８

桁のHSコードに基づいて除外される商品、或いは税関が専ら付加コードに
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基づいて除外されらる商品の場合）、既に賦課された関税は関連輸入

業者に還付される。 

KPMGの所見 

輸入貨物が対米追加関税に関わる在中国企業は、追加関税の影響及び適用

除外申請の必要性を充分に評価し、除外申請の提出に先立ち、下記の事項に

注意を払う必要がある。 

適用除外申請の様式について 

「2号公告」では、適用除外の申請手続きは財政部関税政策研究センターの申

請用ウェブサイトを通じて提出しなけれならないと規定し、しかし記入事項や要求

に関する詳しい情報は明確されていない。このため、申請者は「2号公告」に基づき、

事前に必要情報を準備しておかないといけない、ウェブサイトが運行後、除外申請

の様式に従って即時に情報を調整、追加し、記入内容の規定を満たす情報を確

保する。

追加関税還付の遡及期間について 

「2号公告」に従い、税還付の要件を満たす輸入業者は、既に賦課された追加関

税の返還を申請できるが、その遡及期間が明らかにされていない。遡及期間などの

追加関税の還付に関しては、適用除外リストの発表とともに明確にされるであろう

と見込まれている。 

米国原産の自動車及び部品について 

「2号公告」には、特に追加関税の賦課停止又は一時中止措置を適用する自動

車又は自動車部品が申請品目の対象外とすることも言及している。一部の自動

車及び部品は「米国原産の一部輸入品に対する追加関税率の引き上げに関す

る国務院関税税則委員会の公告」（税委会公告〔2019〕3号）付属リストに組

み入れないため、マスコミや業界関係者が、「追加関税賦課の一時中止」から「賦

課の停止」にシフトされたではないかの見方も広がっている。KPMGの理解では、

税委会がその他の関連政策を公布しない限り、自動車及び部品は依然として追加

関税賦課の一時中止品目に帰属しており、米国原産の自動車及び部品に関わる

追加関税賦課の再開可能性を排除できない。 

KPMGのご提案 

除外適用申請手続きの提出を予定している企業は、税委会からの3つの要求に照

らしながら、追加関税賦課がもたらす不利な影響を証明する事実及びデータをとりま

とめ、下記の視点に基づいて当該商品を除外する必要性について述べていく。 

 その他原産地の代替品が使用不能のため、追加関税の賦課が対米報復

措置の目的に抵触する； 

 追加関税の賦課が企業自体及び中国国内外の川上・川下産業の経済状

況に打撃を与える； 
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 関連商品に対する追加関税の賦課が中国経済成長に大きなマイナス影響を

与える。 

KPMG国際貿易及び税関チームは、企業の関税政策の制定参画及び米中貿易

摩擦に伴う課題の対応について、豊富な実務経験を有し、適用除外申請品目の

選定、申請事由の準備と説明、当局とのコミュニケーションなどに効果的な指導とサ

ポートを提供できるように努力しています。 



 

共に新たなパワーを呼び込み、 

租税のルートも自ずから広がって行く。 
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